
平成 28年  3月 31日

1 池田町における循環のみちの実現
平成22年度　～　平成26年度　（5年間） 池田町

下水道整備を行い、安全・安心、快適な暮らしを実現し、良好な環境を創造する。

・下水道処理人口普及率を２９％（Ｈ２２）から４２％（Ｈ２６）に増加させる。
・処理場の処理能力を４６％（Ｈ２２）から７０％（Ｈ２６）に増加させる。
・処理場における長寿命化計画策定のための設備調査を０％（Ｈ２２）から１００％（Ｈ２６）に増加させる。

（H22当初） （H24末） （H26末）
① 下水道処理人口普及率

　下水道を利用できる人口（人）　／　総人口（人） 29% 33% 42%

② 処理場処理能力
　処理能力（m3）　／　全体計画処理能力（m3） 46% 46% 70%

③ 処理場における長寿命化計画策定のための設備調査
　設備調査済みの処理場数（箇所）　／　設備調査をすべき処理場数（箇所） 0% 0% 100%

事　後　評　価　（中　間　評　価）

○事後評価（中間評価）の実施体制、実施時期

平成27年度

財政部局及びインフラ整備に係る部局の職員により実施

ホームページ

１．交付対象事業の進捗状況

Ａ1　下水道事業
番号 事業 地域 交付 直接 事業及び 事業内容 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 施設種別 （延長・面積等） H22 H23 H24 H25 H26

1.池田処理区

A1-1-1 下水道 一般 池田町 直接 池田町 汚水 新設 池田町 617

A1-1-2 下水道 一般 池田町 直接 池田町 汚水 新設 池田町 422

A1-1-3 下水道 一般 池田町 直接 池田町 汚水 新設 池田町 205

A1-1-4 下水道 一般 池田町 直接 池田町 水処理 増設 池田町 608

A1-1-5 下水道 一般 池田町 直接 池田町 汚泥処理 増設 池田町 22

A1-1-6 下水道 一般 池田町 直接 池田町 水処理・汚泥処理 改築 池田町 16 長寿命化

A1-2-1 下水道 一般 池田町 直接 池田町 全種 池田町 5

小計（下水道事業） 1,895

合計 1,895

Ｂ　関連社会資本整備事業
事業 地域 交付 直接 備考
種別 種別 対象 間接 H22 H23 H24 H25 H26

合計

事後評価（中間評価）の実施時期

公表の方法

事業者
省略

要素となる事業名
事業内容

市町村名
工種

（参考）　　社会資本総合整備計画（水の安全・安心基盤整備）　事後評価書（中間評価書）
計画の名称
計画の期間 交付対象
計画の目標

　　計画の成果目標（定量的指標）

交付対象事業

事業者
省略
工種

要素となる事業名
市町村名

全体事業費
（百万円）（事業箇所）

全体事業費
合計

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）
2,123百万円 Ａ 1,895百万円 Ｂ -  百万円 Ｃ

備考
当初現況値 中間目標値 最終目標値

　　定量的指標の定義及び算定式 定量的指標の現況値及び目標値

228百万円
効果促進事業費の割合

10.7%
Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

事後評価（中間評価）の実施体制

池田浄化センター長寿命化設備調査（長寿命化・処理場）

効率的な事業実施のための検討

１号幹線及び面整備（未普及解消）

２号幹線及び面整備（未普及解消）

４号幹線及び面整備（未普及解消）

池田浄化センター水処理施設（水質保全）

池田浄化センター汚泥処理施設（資源循環）

番号
（延長・面積等）

φ150～400㎜ L=13km A=60ha

φ150～400㎜ L=8km A=36ha

φ150～200㎜ L=4km A=20ha

ＯＤ槽(1,900m3/日)、最終沈殿池

脱水機(0.6t/日)、汚泥棟

長寿命化計画策定のための設備調査

検討資料作成　一式

事業実施期間（年度） 全体事業費
（百万円）



番号 備考

Ｃ　効果促進事業

事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考
種別 種別 対象 間接 H22 H23 H24 H25 H26

C-1-1 下水道 一般 池田町 直接 池田町 池田町 92

C-1-2 下水道 一般 池田町 直接 池田町 池田町 81

C-1-3 下水道 一般 池田町 直接 池田町 池田町 55

合計 228

番号 備考

C-1-1 基幹事業である幹線と接続した枝線末端管整備を一体的に行うことにより、普及率の向上および環境改善効果の早期発現が図れる。

C-1-2

C-1-3

※交付対象事業については、できるだけ個別路線ごとに記載すること。

２．事業効果の発現状況、目標値の達成状況

・計画的な整備により、下水道処理人口を目標値10,248人に対して、実績値10,660人とすることができた。
Ⅰ定量的指標に関連する ・平成26年度日最大汚水量が3,213m3/日であり、現有処理能力3,800m3/日に対する稼働率は85%となっている。
　　　交付対象事業の効果の発現状況 ・流入汚水量の実績値より、平成26年度から平成28年度にかけて処理場増設を行うため、長寿命化計画をそれに合わせて策定する予定である。

最終目標値  42 ％
Ⅱ定量的指標の達成状況 目標値と実績値 町単独事業においても、ほかの整備すべき路線の整備を進めたため。

に差が出た要因
最終実績値  43 ％

最終目標値  70 ％ 計画流入量に基づき増設を行う予定であったが、接続率が60%程度であることから実績流入量により
目標値と実績値 増設を行うこととしたことから、増設計画に遅れが生じたため。
に差が出た要因 平成27年度から平成31年度の5カ年計画により継続し事業を遂行し、目標値を達成させる。

最終実績値  47 ％

最終目標値 100 ％ 増設すべき設備を含めて調査を行い計画を立てる予定であることから、増設計画の遅れに伴い、調査
目標値と実績値 が遅延したため。
に差が出た要因 平成27年度から平成31年度の5カ年計画により継続し事業を遂行し、目標値を達成させる。

最終実績値   0 ％

Ⅲ定量的指標以外の交付対象事業の効果の発現状況 ・計画的な整備により、平成26年度までの整備面積は427.8haに達し、水洗化人口は6,411人、水洗化率は60％となっている。
（必要に応じて記述）

３．特記事項（今後の方針等）

　今後、さらに面整備を進めていき、普及率を向上させる。
　また、面整備の促進による流入量の増加にともない、計画的に処理場の増設を行い処理能力を実情に合ったものに高めていく。

一体的に実施することにより期待される効果

φ150～200㎜ L=2km A=6ha

基幹事業である幹線と接続した枝線末端管整備を一体的に行うことにより、普及率の向上および環境改善効果の早期発現が図れる。

基幹事業である幹線と接続した枝線末端管整備を一体的に行うことにより、普及率の向上および環境改善効果の早期発現が図れる。

新設 ４号幹線枝線末端管整備（未普及解消）

番号 事業者
省略

要素となる事業名 事業内容 市町村名
全体事業費
（百万円）工種

指標①（下水道
処理人口普及
率）

指標②（処理場
処理能力）

指標③（処理場
における長寿命
化計画策定のた
めの設備調査
率）

φ150㎜ L=2km A=10ha新設 ２号幹線枝線末端管整備（未普及解消）

１号幹線枝線末端管整備（未普及解消） φ150～200㎜ L=3km A=11ha

一体的に実施することにより期待される効果

新設


